















































　 1 　佐久簡判平成12年11月17日 LEX/DB 25450719























































































業罪（廃棄物処理法25条 1 項 1 号）の成立を認めた仙台地判平成24年12月13
日 LLI/DB L06750760がある。また山梨県北社市において、産業廃棄物であ
る混合汚泥肥料の処分を無許可で引き受けていたとして無許可営業罪の成立
が認められた甲府地判平成28年 1 月20日 LEX/DB 25543344及びその控訴審




























































































































































































































































































































































































































































































大きな影響を持つとは考えられない。なぜなら東京高判平成 5 年 3 月29日に
おいては、散水車の管理主体について認定しておらず、その原審たる東京地




















































































































































































































　この点で参考となるのは、京都地判平成15年12月 5 日 LEX/DB 28095072
である。これは 2 回の不法投棄が、京都府と滋賀県という違う現場にて 1 月
の間隔を開けて行われた事案である。京都地裁は 2 回の不法投棄を併合罪と
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対応を行う仕組みになっている。廃棄物処理法は19条の 4 、19条の 4 の 2 、




























ことが出来る。廃棄物処理法25条 1 項 5 号は、19条の 4 第 1 項、19条の 4 の




することができる。長崎地判平成21年 1 月 8 日 LEX/DB 25450329
（84）
は、措置
命令（19条の 5 第 1 項 1 号）違反の罪を肯定した。長崎地裁は、会社敷地内
に放置してある廃タイヤの撤去命令にしたがわなかったとして、廃品回収業



































































































































































































































































































法（ 3 ）公害編』（青林書院、1985年） 5 頁、古田佑紀「廃棄物の処理及び清掃に
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（2007年）22頁以下、小名木明宏「判批」刑事法ジャーナル10号（2008年）157頁以
下、阿部鋼「判批」法学新報115巻 3 ＝ 4 号（2008年）261頁以下、長井圓「判批」
北村喜宣編『産廃判例が解る』（環境新聞社、2010年）178頁以下、角田進二「企業
が廃棄物を保管する場合の注意点について　　野積み事例を例として」環境管理49
巻 6 号（2013年）45頁以下、芝田麻里「判批」いんだすと29巻 3 号（2014年）32頁
以下等参照。
（26）同事件の原々審たる福島地裁会津若松支判平成15年12月 3 日 LLI/DB L05850920










（33）高橋則夫＝松原芳博編『判例特別刑法 第 2 集』（日本評論社、2015年）274頁
〔福山好典〕。
（34）本判決は、高刑速（平成19）号433頁にも掲載があるが、採石作業中崖に滑落し
た石の、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 2 条 8 号の「鉱さい」該当性の

































犯罪法」平野龍一ほか編『注解特別刑法 第 7 巻 風俗・軽犯罪法編』（青林書院、







（55）東京高判昭和56年 6 月23日刑月13巻 6 ＝ 7 号436頁は、人糞を新聞に載せて山手
線の車内の網棚の上に置いて行為が、軽犯罪法 1 条27号に該当するとされている。
もっとも、棄てるの意義は明らかとされていない。汚廃物放棄の罪が、いかなる場






































53巻10号（2017年）66頁以下は、委託禁止違反の罪（25条 1 項 6 号）を、不法投棄
による環境破壊の危険を抑止する規定と理解し自然犯的に構成しようとする。
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思（ 1 ）（ 2 ・完）」受験新報27巻 2 号（1977年）57頁以下、27巻10号（1977年）
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年）198頁以下、大沼邦弘「間接正犯」西原春夫ほか編『判例刑法研究 4  未遂・共
犯・罪数』（有斐閣、1981年）134頁以下、板倉宏＝船山泰範「判批」同『判例ゼミ 





内田文昭編『三訂 刑法判例体系 総論』（八千代出版、第 3 版、2002年）194頁以下






















法 第 7 回 不作為犯」刑事弁護73号（2013年）124頁以下参照。
（80）特別刑法における不作為犯の問題については、堀内捷三「特別刑法と真正不作











30日東高刑時61巻 1 ＝12号308頁がある。仮にこの事案を前提として、 8 月に自動
車を捨てたとして不法投棄罪の成立を認めるのであれば、 6 月に自動車を乗り捨て
たこと（先行行為）を理由とする不作為による不法投棄が問題となろう。
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（93）本件については、長井・前掲注（25）25頁以下、小名木・前掲注（25）157頁以
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2 版、2014年） 151頁、芝田麻里「判批」いんだすと29巻 4 号 （2014年） 51頁以下、
前田雅英 「判批」 同 『最新重要判例250 刑法』 （弘文堂、 第11版、2017年） 78頁参照。
（95）本件第一審（札幌地判平成18年 3 月15日 LEX/DB 28145270）及び原審（札幌
高判平成19年 1 月18日 LEX/DB 28145042）は、ともに未必の故意による共謀共同
正犯を認めている。さらに本事件の実行犯らも有罪判決が確定している（札幌地
判平成16年 8 月 5 日 LEX/DB 28095637及び札幌地判平成16年12月 1 日 LEX/DB 
28105078）。
（96）松田・前掲注（94）459頁によれば、本事件の控訴審で弁護人が提出した白鳥祐
司教授の意見書が、未必の故意なる共謀共同正犯はそもそも認められないとしてい
るようである。
（97）増井敦「判批」産大法学40巻 2 号（2006年）94頁以下等参照。
（98）島田聡一郎「判批」ジュリスト1288号（2005年）159頁。
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究会編『最近の重要環境判例（環境法研究35号）』 （有斐閣、2010年） 77頁以下参照。
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（101）委託者が 1 人でなく数人であるから共謀共同正犯とする余地も存在するが、端
的に不法投棄罪の同時犯とすべきである。
